


個 別 注 記 表 
平成２４年４月 １日から 

平成２５年３月３１日まで 
 

  
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 
     商品及び製品、原材料及び貯蔵品は移動平均法による原価法を採用しております。  
 

２．固定資産の減価償却の方法  
  有形固定資産及び無形固定資産の減価償却は定額法を採用しております。ただし、

ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基
づく定額法を採用しております。 

なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については一括して３年で均等
償却を行っております。 

 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

（２）賞与引当金 
     従業員賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 
（３）修繕引当金 
   修繕引当金は将来の修繕費用の支出を合理的に見積もり、当期に対応する額を計上

しております。 
 
４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
（２）連結納税の適用 

    連結納税制度を適用しております。 
 
  
Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産の減価償却累計額    926,466 千円 
 ２．関係会社に対する金銭債権債務 
                        短期金銭債権  149,114 千円 

短期金銭債務   55,621 千円 
                           

 
Ⅲ．１株当たり情報に関する注記 
 １．１株当たりの純資産額      80,429 円 17 銭 
  ２．１株当たりの当期純利益     10,531 円 38 銭 
 
Ⅳ．当期純利益               105,103 千円 

      

 


